
























































 

 

２．実績一覧 
 ① 投入実績 
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〔①：1年次(2007.2-8) ②：2年次(2007.9-2008.3) ③：3年次(2008.4-2009.3) ④：4年次(2009.4-2010.1)〕 
 
投入実績は以下の表 ANNEX1-1～ANNEX1-2に示すとおりである。 

 
表 ANNEX1-1 日本側投入実績 

項 目 計 画 実 績 情報源 
＜R/D> 

・チーフアドバ
イザー /地方
行政 

1-7M 
 

・研修運営 1-9M 
・研修計画 1-4M 
・地方行政研修

(M&E) 
1-4M 

・地方行政制度 1週-１M
・地方自治法 1週-１M

・地方税財政 1週-１M
・業務調整 1-2M 

専門家
派遣 

＜PDM> 
・チーフアド
バイザー 
・副総括/研修
運営 
・地方行政 
・研修計画 /
地方行政 
・研修/M&E 
・研修実施 
・業務調整 

・その他必要に
応じ短期専門
家 

 

・チーフアドバイザー：6.10M ① 2.67＋0.10 (国内) 
② 1.67 
③ 1.66 

・副総括/研修運営管理：11.20M ① 3.43＋0.10(国内) 
② 3.00+0.17(国内) 
③ 4.50 

・地方行政：      9.54M ① 3.00＋0.07(国内) 
② 2.00 
③ 4.47 

・研修計画：      9.97M ① 4.00＋0.07(国内) 
② 2.33 
③ 3.57 

・地方行政研修：    7.54M ① 4.47＋0.07(国内) 
② 2.00 
③ 1.00 

・業務調整：       5.00M ① 2.00 
② 2.00 
③ 1.00 

・地方自治制度：       0.87M ① 0.57+② 0.30 
・地方自治法：         0.27M ③ 0.27 
・地方税財政：         0.27M ③ 0.27 

(2008.9末時点まで) 

・第 1、2 年次
業務完了報
告書 

・JICA 派遣短
期専門家報
告書 

供与 
機材 

・PC 
・LANサーバー及び周辺機器 
・PCソフト 
・プロジェクター 
・プリンター 
・研修用視聴覚機材 
・コピー機 
・スクリーン 
・車 

 
 

・PC 18台、HDD 2、UPS 12、
メモリースティック 2 

・LANネットワーク 
・PCソフト 37 
・プロジェクター3台 
・プリンター 2台 
・ポータブルプリンター2台
・デジカメ 2、ビデオカメラ

1、デジタルビデオカメラ
1、三脚 1 
・コピー機/スキャナー2台 
・スキャナー1台 
・コピー機 1台 

・スクリーン 3幕 
・車 1台 
・電話、FAX、エアコ
ン、金庫 各 1 
・ICレコーダー 2台 
・電源コード 3 
・パソコンデスク 8台 
・机 4、キャビネ 1 
・コピー機能付きホワ
イトボード 1台 
・ルーフラック 1 
計 6万 3,995米ドル 
（第 1年次） 

・第 1 年次業務
完了報告書 
・専門家 

本邦 
研修 

＜P/O> 
1. 地方行政：4 回 (プロジェクト開始前 1
回、期間中 3回) 

2. トップマネージメント：3回 
※R/Dには回数、内容明記なし。 

1. 地方行政：3回 
①2006.10-11、10名 
②2007.10.2-11.11、10名 
③2008.9.30-11. 9、10名 
(④2009予定) 

2. トップマネージメン
ト：3回 

①2007.2.12-17、3名 
②2008.3.16-22、3名 
③2008.9.28-10.4、3名 

・本邦研修記録
・第 1 年次業務
完了報告書 
・PILAC進捗
報告
(2008.7.15) 

現地人
員雇用 

 D&D政策担当 1名、アシスタント 2名、秘書 1名、リ
サーチャー1名、通訳 1名（中間レビュー及び JCCの
際のみの臨時雇用）、清掃 1名、公用車運転手 1名 

・専門家 
 

プロジ
ェクト
運営費 

 研修やワークショップ、セミナー開催など、活動実施
に必要な費用 

・専門家 

現地業
務費 

100万円 121万 8,000円 
(初年次に地方行政法案翻訳の要請を受け支援した分
増額) 

・JICA カンボ
ジア事務所 
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表 ANNEX1-2 カンボジア側投入実績 

項 目 計 画 実 績 情報源 
C/P 
配置 

<R/D> 
・プロジェクトディレクター 
・プロジェクトマネージャー 
・カウンターパート（GDLA 4名・モデル州

PLAU長） 
・専門家チーム用秘書及びタイピスト 

 
・プロジェクトディレクター 
・プロジェクトマネージャー 
・カウンターパート（タスクフォースメンバー10名：

GDLAより） 
 

・第 1 年次業務
完了報告書 
・専門家 

事務所 
・設備 

<PDM> 
・専門家用事務所及び
設備 

<R/D> 
・プロジェクトに
必要な土地建
物、設備 
・専門家用事務所
及び設備 
・その他必要な設
備機器 

内務省内事務所スペース（1 ヵ所設置済み、もう 1 ヵ
所措置予定）及び光熱費、会議用机・椅子、電話機 1
台、エアコン 1台、キャビネ 1台 
 

・専門家 

その他 プロジェクト運営に必要な費用   

 



 

 

 ② 活動実績
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 活動実績は以下の表 ANNEX1-3～1-8に示すとおりである。 
 

表 ANNEX1-3 成果 1-1にかかわる活動実績 <A:GDLA タスクフォース> 
活 動 実施状況 情報源 

(1) GDLA 内の研修能力の高い職員を
選別してタスクフォースを結成す
る。 

①2006.10-11「TOT（国別研修 1：地方行政）」の 10名を選定、うち
3名をコーディネーターに選定。 

・第 1 年次業務
完了報告書 

(2) JICA 専門家は GDLA タスクフォー
スメンバーの研修運営管理能力に
ついてのベースライン調査を行う。 

①2007.4.5 質問票調査実施（調査内容：学歴、研修受講歴、現在の
業務、ポジション等）。 

・第 1 年次業務
完了報告書 

(3) JICA 専門家は GDLA タスクフォー
スメンバーに対して研修運営管理
についての研修を実施する。 

①OJT方式、2007.4.3-2007.7初旬に T/Fミーティング 20回開催。出
席率 76.8％。 
②3 回の W/S(2007.10.17-18: 第 1 年次のレビューと自己評価、

2007.10.21:研修実施計画作成、2008.1.25:実施済み研修のレビュ
ー）と OJT 
③W/S (2008.5.21-22: T/F キックオフ研修)と OJT 

・第 1、2 年次
業務完了報
告書 
・PILAC進捗報
告(2008.7.15)

(4) JICA専門家は D&D政策、地方行政
及び人材育成制度についての現状
を調査し、GDLAタスクフォースに
フィードバックする。 

②2007.12中旬～2008.1中旬、地方行政実態調査実施。D&D動向随
時整理。 
③実態調査Ⅰ報告書案（第 2稿）作成提出(2008.7) 
実態調査Ⅱ第 1 次実施(2008.6)、関係省庁情報収集、第 2 次実施
(2008.8.18-29)、(10月中旬ドラフト作成、2009.3最終版作成予定） 
地方での D&D の進捗状況については、調査結果を報告書にまと

め、関係者にコメントを求めている。 
中央での D＆D動向については、他ドナーなどの関係者面談等に
より随時フォローし、第 3年次より月例報告を行っている。 

・第 2 年次業務
完了報告書 
・現状調査報告
書（案） 
・PILAC進捗報
告(2008.7.15)
・D&D 月例報
告 

(5) GDLAタスクフォースは D&Dの進
捗状況を調査し、研修ニーズ調査を
実施する。 

①OJTにより GDLA全局及びプノンペン市、コンポンチャム州で研
修ニーズ調査を実施（地方行政法に対する認識や人材育成がどの
ように進められているかを調査）。 
②2007.10-11の T/F ミーティングで第 1年次の実施研修レビュー 
③研修ニーズ調査、研修インパクト調査(2008.6) 

・第 1、2 年次
業務完了報
告書 
・PILAC進捗報
告(2008.7.15)

(6) GDLA タスクフォースは研修計画
を作成する。 

 

①「GDLA職員研修（第 1回）」「トップマネージメントセミナー（第
1回）」の計画立案 
②研修実施計画作成W/S (2007.11.21)、研修ニーズ調査マニュアル第

1回改訂案作成 
③州トレーナーTOT研修中に研修計画作成(2008.8) 

・第 1、2 年次
業務完了報
告書 

 

(7) GDLA タスクフォースは研修
Methodologyを選定する。 

①「GDLA職員研修（第 1回）」「トップマネージメントセミナー（第
1回）」の研修Methodologyを確定 
②「GDLA職員研修（第 2回）」「全州選抜職員研修（第 1回）」の研
修Methodologyを確定 
③「モデル州研修（第 1回）」の研修Methodologyを確定 

 

(8) GDLA タスクフォースは研修カリ
キュラムを作成する。 

①「GDLA職員研修（第 1回）」「トップマネージメントセミナー（第
1回）」の研修カリキュラムを作成 
②「GDLA職員研修（第 2回）」「全州選抜職員研修（第 1回）」の研
修カリキュラムを作成 
③「モデル州研修（第 1回）」の研修カリキュラムを作成 

・第 1 年次業務
完了報告書 

(9) GDLA タスクフォースは研修教材
を作成する。 

①「GDLA職員研修（第 1回）」「トップマネージメントセミナー（第
1回）」用教材作成 
②「GDLA職員研修」第 2年次用教材（改訂版）完成 
③研修教材(地方行政法)作成準備研修(2008.6.24)、OJT、リフレッシ
ュW/S(2008.8)などを通じ地方行政法を紹介する教材作成。  

・第 1、2 年次
業務完了報
告書 
・PILAC進捗報
告(2008.7.15)

(10) GDLAタスクフォースは 1-1-Bで育
成されたコア研修講師と研修教材
を活用して中央・州レベルにおいて
研修を運営する。 

①「GDLA職員研修（第 1回）」「トップマネージメントセミナー(第
1回)」実施（トップマネージメントセミナーでは研修教材のみを
活用し、コア研修教師は活用していない）。 

②「GDLA職員研修(第 2回)」「全州選抜職員研修(第 1回)」実施。 
③「トップマネージメントセミナー（第 2 回）」、「州講師養成研修

(TOT)」、「モデル州研修（実施中）」実施（トップマネージメント
セミナーではコア研修講師は活用していない）。 

 

・第 1、2 年次
業務完了報
告書 
・PILAC進捗報
告(2008.7.15)
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(11) GDLA タスクフォースは研修のモ
ニタリングを行い、研修の内容及び
運営管理を改善する。 

①～③を通じて GDLA T/Fの実施するすべての研修において質問票
調査や研修前後試験等が実施されている。 

②フェーズ 1 の活動レビューW/S (2007.10.17-18)、GDLA 職員研修
（第 1回）報告書作成、全州選抜職員研修報告書作成 

・研修実施報告
書 

 

 

表 ANNEX1-4 成果 1-1にかかわる活動実績 ＜B:コア研修講師> 
活 動 実施状況 情報源 

(1) 内務省及び JICA 専門家は、研修講
師候補者の経験及びバックグラウ
ンドに基づいて適正な人材をコア
研修講師として中央と州から選定
する。 

①21名候補者選定（GDLA T/F10名、GDLA 5名、モデル州各 1名、
MoI推薦 GDLA 1名）（MoI推薦の 1名については、GDLA T/Fに
1名出た欠員の交代であり、定数としては 20名） 

・第 1 年次業務
完了報告書 

(2) JICA 専門家はコア研修講師に対し
て「TOT（コア研修講師養成研修）」
を実施する。 

①GDLA T/F10名を対象に毎週ミーティング、追加 11名は GDLA職
員研修（第 1回）に参加 
②追加 11名を対象に 2007.12.11-13 W/S, OJT 
③研修講師リフレッシュ研修(2008.8.12-15) 

・第 1、2 年次
業務完了報
告書 
・PILAC進捗報
告(2008.7.15)

(3) コア研修講師に「TOT（国別研修 1：
地方行政）」を実施し、JICA専門家
はそれを支援するとともに、フォロ
ーアップを行う。 

①2006.10-11参加 10名のフォローアップ、2007.5.27  TV会議、追
加選定 10名に 2007.7.25事前オリエンテーション実施 

②2007.10.2-11.11追加選定の 10名が参加、研修教材原案作成支援 
③2008.9.30-11.9 10名 (GDLA 3名、モデル州 5名、経済財務省 1名、
国家公務員庁 1名)  

・第 1、2 年次
業務完了報
告書 
・本邦研修評価
記録 
・PILAC進捗報
告(2008.7.15)

(4) コア研修講師は「TOT（コア研修講
師養成研修）」から習得した知識と
経験を生かして中央・州レベルにお
いて研修を実施する。 

①「GDLA職員研修（第 1回）」(GDLA T/Fから 9名が講師) 
②「GDLA職員研修（第 2回）」｢全州の選抜された地方行政担当職
員向け地方行政研修（第 1回）｣（コア研修講師候補者が講師） 
③「州研修講師養成研修(TOT)」、「モデル州研修（実施中）」実施 

・第 1、2 年次
業務完了報
告書 

(5) コア研修講師は「TOT（国別研修 1：
地方行政）」から習得した知識と経
験をカンボジアにおける研修の実
施及び地方行政制度の整備に反映
させる。 

「地方行政制度の整備に反映させる」活動は具体的にはまだ発生し
ていないが、選挙制度や政治と行政の分離、地方財政改革などに本
邦研修で得た知識を活用したいとの意見があった。また、知識を得
て制度整備に関する可能性や選択肢の幅を広げ、地方行政制度の妥
当性を検討するうえで比較判断材料として有効である、との意見が
あった。 

・第 1、2 年次
業務完了報
告書 
・講師 

 

表 ANNEX1-5 成果 2-1にかかわる活動実績 

活 動 実施状況 情報源 
(1) GDLAタスクフォースは、既存の公

務員研修を確認して、内務省地方行
政総局職員に対する研修ニーズ調
査を実施する。 

①OJTにより研修ニーズ調査を GDLA全局及びプノンペン市、コン
ポンチャム州で実施。研修受講歴や知識水準を調査。 
③2008.6 研修ニーズ調査実施。 

・第 1 年次業務
完了報告書 

(2) GDLAタスクフォースは「内務省地
方行政総局職員に対してカンボジ
アの D&D 政策及び地方行政に関す
る研修」を実施する。 

①「GDLA職員研修（第 1回）」2007.7.19-20、23-24、26-27、30-31(2
日×4回) 計 90名参加 

②「GDLA職員研修（第 2回）」2007.12.17-18、20-21、24-25、27-28(2
日×4回) 計 96名(うち女性 15名) 参加、内務省財務総局や大臣官
房事務総局職員も参加 
〔③同（第 3回）2008.12実施予定、100名〕 

・第 1、2 年次
業務完了報
告書 
・第 3年次実施
計画 

(3) 地方行政に係る政策、法制度、制度
整備に携わる内務省の高官に対し
て「国別研修 2：トップマネージメ
ント」を実施し、JICA 専門家はそ
れを支援するとともに、フォローア
ップを行う。 

①2007.2.12-17、3 名参加。2007.7 の「GDLA 職員研修（第 1 回）」
用教材を改訂、2007.7 の「トップマネージメントセミナー（第 1
回）」で講義 
②2008.3.16-22、3名参加。参加者選定、研修ニーズ情報提供、準備
作業、実施支援 
③2008.9.28-10.4、3 名参加。参加者選定、研修ニーズ情報提供、実
施支援 

・第 1、2 年次
業務完了報
告書 
・本邦研修評価
記録 
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活 動 実施状況 情報源 
(4) 「国別研修 2：トップマネージメン

ト」で習得した知識と経験をカンボ
ジアの地方行政制度の整備に反映
させる。 

具体的な特定の例はないが、帰国研修員からの意見では、地方自
治体での住民に対する行政サービスの質的な面に着目した活動を進
めるうえで有意義だったとの話があった。 
また、内務省長官はトップマネージメントセミナー、RSAの新人
対象の研修、NCDDの年次会合などのスピーチで日本の例によく言
及されるほか、地方行政法などの法案作成にあたり、各国の制度を
比較検討されており、その比較検討対象の一つとして日本の事例が
参考にされているようである。 

・本邦研修フィ
ードバックシ
ート 

・専門家 

 

表 ANNEX1-6 成果 2-2にかかわる活動実績 

活 動 実施状況 情報源 
(1) GDLA タスクフォースは必要に応

じて外部から研修講師を招き、全州
の州知事または副知事を対象に
D&D 政策及び地方行政に関する
「トップマネージメントセミナー」
を実施する。 

①2007.7.9-10、12-13(2日×2回) 第 1回 259名参加（州知事/副知事、
市長/副市長、MoI上級職員、NCDD関連省庁） 
③2008.9.1-5、297名参加 

・第 1 年次業務
完了報告書 
・PILAC進捗報
告(2008.7.15)
・第 3 年次実施
計画 

(2) GDLA タスクフォースは研修のモ
ニタリング評価を行い、次回の「ト
ップマネージメントセミナー」の内
容及び運営管理を改善する。 

①「トップマネージメントセミナー（第 1回）」中に質問票調査等を
実施。 
②トップマネージメントセミナー実施報告の中で改善点等を報告。 
③①②に基づき、改善してセミナー実施。 

・第 1 年次業務
完了報告書 

(3) D&D 推進に係る州レベルの連携及
び内務省と州レベルの連携を支援
する。 

①③全州の知事、副知事が参加するトップマネージメントセミナー
において、参加者同士の意見交換の場を設けている。 
②2007.12中旬～2008.1中旬、地方行政実態調査実施、調査内容に内
務省の視点反映。全州選抜職員研修実施。 
③モデル州での研修実施。 
②北東州プロジェクトとの連携、合同セミナー開催。 

・第 1、2 年次
業務完了報
告書 
・専門家 

 

表 ANNEX1-7 成果 2-3にかかわる活動実績 <A:全州 > 

活 動 実施状況 情報源 
(1) GDLA タスクフォースは｢全州の選

抜された地方行政担当職員に対し
てカンボジアの D&D政策及び地方
行政に関する研修｣をコア研修講師
と研修教材を活用して内務省（プノ
ンペン）で実施する。 

②｢全州の選抜された地方行政担当職員向け地方行政研修（第 1
回）｣、2008.1.14-15、17-18、21-22、23-24(2日×4回)、計 118名（う
ち 2名女性）参加 

〔③同（第 2回）2009.1実施予定 120名〕 

・第 2 年次業務
完了報告書 
・第 3 年次実施
計画 

(2) GDLA タスクフォースは研修のモ
ニタリング評価を行い、研修の内容
及び運営管理を改善する。 

②「全州選抜職員研修（第 1回）」の中で質問票調査等を実施。全州
選抜職員研修報告書を作成し、改善点等を報告。 

・第 2 年次業務
完了報告書 

 

表 ANNEX1-8 成果 2-3にかかわる活動実績 <B:モデル州> 
活 動 実施状況 情報源 

(1) モデル州を選択する。 ①選定基準設定、プノンペン市、シエムリアップ州、シアヌークビ
ル市、コンポンチャム州、バッタンバン州選定 

・第 1 年次業務
完了報告書 

(2) モデル州から研修講師候補者の経
験及びバックグラウンドに基づい
て適正な人材を州研修講師として
選定する。 

②選定基準設定、モデル州関係者と協議 
③TOT実施中の試験結果に基づき、適切な人材 21名を選定。 

・第 2 年次業務
完了報告書 
・内務省への講
師選定結果報
告 

(3) GDLA タスクフォースはモデル州
において州研修講師に対して「TOT
（モデル州研修講師養成研修）」を
コア研修講師により実施する。 

③プノンペン市にて州研修講師養成研修実施(2008.8.25-28) 30 名×1
回 

・PILAC進捗報
告(2008.7.15)

 



 

 
－92－ 

活 動 実施状況 情報源 
(4) GDLA タスクフォースの運営によ

り、州研修講師は「モデル州の州事
務所及び郡事務所の地方行政担当
職員に対して D&D政策及び地方行
政に関する研修」を実施する。 

〔③2008.9-12 実施予定、500 名（州：25 名×2 回×5 州、郡：25 名×2
回×5州）〕 

・PILAC進捗報
告(2008.7.15)
・第 3 年次実施
計画 

(5) GDLA タスクフォースは研修のモ
ニタリング評価を行い、研修の内容
及び運営管理を改善する。 

（③2008.9-12実施予定） ・第 3 年次実施
計画 

 



 

 

３．主要面談記録
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主要面談記録一覧表 
番号 日時 場所 面談相手 職位等 

1 10月 14日
(火) 9:00- 

MoI Mr. Prak Vannarith  Coordinator, GDLA Task Force, Policy Team Member
Vice- Chief of Office of Foreign Affairs, Department 
of Political Affairs, GDLA, MoI 

H. E. Sak Setha Project Manager, Secretary of State, MoI 2 10月 15日
(水）9:30- 

MoI 
H.E. Leng Vy  Director General, GDLA, MoI 

3 10月 16日
(木) 14:30- 

MoI Mr. Hov Lenin Deputy Director, Department of International 
Relations, MoI 

4 10月 17日
(金) 10:00- 

Phnom Pros Hotel, 
Kampong Cham 

Mr. Prak Samoeun GDLA Task Force, Core Trainer 
Deputy Director of Department, DOLA, MoI 

5 10月 17日
(金）12:40- 

Phnom Pros Hotel, 
Kampong Cham 

Mr. Im Sophozmaroot
 

Deputy Governor of Cheung Prey District, Kampong 
Cham Province 

H. E. Sak Setha Project Manager, Secretary of State, MoI 
Mr. Yin Malyna Deputy Director, DOLA, GDLA, MoI  

6 10月 20日
(月）15:30- 

MoI 

Mr. So Munyraksa  Coordinator, Core Trainer, GDLA Task Force 
Deputy Director of Department of Political Affairs, 
GDLA, MoI 

7 10月 21日
(火）8:30- 

MoI Mr. So Munyraksa 
 

Coordinator, Core Trainer, GDLA Task Force  
Deputy Director, Department of Political Affairs, 
GDLA, MoI 

8 10月 21日
(火）11:00- 

MoI Ms. Lay Onry 
 

Coordinator, Core Trainer, GDLA Task Force, 
Chief of Personnel Office, Department of Vocational 
and Personnel, GDLA, MoI 

9 10月 21日
(火）14:30- 

MoI Mr. Soth Kosal  GDLA Task Force 
Chief of Training Office, Department of Vocational 
and Personnel, GDLA, MoI 

10 10月 22日
(水）9:00- 

Phnom Penh 
Municipality 

Mr. Chou Meng Chan Core Trainer 
Vice-Chief, Municipality Local Administration Unit, 
Phnom Penh Municipality 

11 10月 22日
(水）11:00- 

Phnom Penh 
Municipality 

Mr. Teak Ven  Provincial Trainer 
Municipality Local Administration Unit, Phnom Penh 
Municipality 

12 10月 22日
(水）14:30- 

Khan Mean Chey 
Office, Phnom 
Penh 

Mr. Oum Mareth Provincial Trainer, Deputy Governor of Khan Mean 
Chey, Phnom Penh 

13 10月 24日
(金） 8:30- 

JICA カンボジア
事務所 

米田一弘 JICAカンボジア事務所所長 
 

合同
評価
協議 

10月 24日
(金） 9:00- 
 

DOLA Meeting 
Room, MoI 

日本・カンボジア合同調査団 

14 10月 24日
(金）15:00- 

在カンボジア日本
大使館 

経済・経済協力班長 松尾書記官 
D&D担当 若杉書記官 
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協議録 1 

日 時：2008年 10月 14日（火）9:00～ 

場 所：内務省 GDLA 

出席者：Mr. Prak Vannarith, Coordinator, Task Force member of PILAC, GDLA, MoI（Policy Team

のメンバーでもある。） 

松原千枝子〔（株）シー・ディー・シー・インターナショナル・中間レビュー調査

日本側団員〕（記録） 

主 旨：評価グリッドに基づく聞き取り調査 

概 要：（以下、すべてMr. Vannarithの発言） 

1. プロジェクト実施プロセスに関する質問に対して 

 全般的にプロジェクトはよい成果をあげていると思う。マイナスの要素や外部要因、

外部に与えた悪影響は思い当たらない。 

 内務省内に政策チーム(PT)が結成され、PILAC と PT と両方の仕事をしなければなら

ないため、多忙であるが、コーディネーターの仕事はプロジェクト終了まで続けられ

る。PTは現在、様々なプロジェクトの資料を取り寄せて勉強・情報収集しているとこ

ろであり、PILACの成果を持ち込んで説明しているので、兼務は情報共有に役立って

いる。 

 プロジェクトのマネージメント体制の課題としては、何人かのタスクフォース(T/F)メ

ンバーは多忙なため活動にあまりコミットしていないことがあげられる。 

 各研修のモニタリング作業は、整理入力に 2～3日かかり、大変ではあるが、OJTとと

らえてトライしている。また、モニタリング・評価（M&E）の結果を次の研修計画に

生かせている。 

 今後、コアトレーナーとしての仕事を続けられるかどうかは、PTの仕事の状況による。

地方部へ出かけて行って長期間かかる研修の場合は難しいかもしれない。 

 

2. 妥当性に関する質問に対して 

 現在研修を行っているトピックのなかでは、地方行政制度が重要であると思う。トピ

ックを新たに追加するとすれば、地方財政や人事管理が必要であると思う。 

 何人かの州トレーナーは研修を行える水準に達していないのではないかと思う。州講

師の候補者選定を依頼したときに、選定にあたった上司が、選定基準をよく理解して

いなかったことが原因であろう。 

 自身のトレーナーとしての課題は、教える技術、ファシリテーション技術である。参

加者の反応や態度は人によって異なり、それに十分には対応しきれていない。 

 日本の経験や制度を学ぶメリットは、カンボジアの制度を相対化でき、現在のカンボ

ジアの制度が最適であるかどうかの判断基準となることである。制度はそれぞれの国

にそれぞれの状況にあった最適なものがあるべきで、タイやベトナム、フランスなど
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の制度も勉強している。 

 日本の制度のカンボジア化の例は現在のところないが、将来には、選挙制度や、政治

と行政の分離（政党政治の行政への介入をなくし、行政を独立させる）などの制度構

築で日本から学べると思う。また、分権化が進めば、地方財政改革が必要であり、こ

れについても学びたい。また、OJT方式での職場での能力向上や、職員間の情報共有、

という面も取り入れたい。現在のカンボジアでは、職員間の情報共有ができていない。 

 

3. 効率性に関する質問に対して 

 カスケード方式に関する課題としては、州トレーナーは情報や経験が少なく、すべて

のトピックを理解できるわけではないことがあげられる。また、政策が変わると州の

トレーナーをその都度繰り返し再訓練しなければならず、大変である。 

 

4. インパクトに関する質問に対して 

 王立行政学院（Royal School of Administration：RSA）では、毎年 20～30名の職員を受

け入れているが、少なすぎる。1 万人ほどいる職員すべてに教えるべきである。RSA

の教えている内容は、今日のニーズに対応していない。政府の政策や行政制度につい

てもっと教えるべきである。RSA が、いくつかのトピックについては PILAC で行っ

ている研修内容に学び始めたことが、よいインパクトといえるかもしれない。 

 

5. 自立発展性に関する質問に対して 

 今後、PILACで地方評議員に対して研修を行うことが必要になってくると思う。まず、人

口や行政面積のデータから、行政区域を分割することが必要かどうか決める必要があり、

現在、分割基準を評価しているところである。選挙の前に行政区域分割を行い、それから

選挙を行うので、研修すべき地方評議員が何人になるのかまだ明確には分からない。 

 今後、D&D政策の進捗に伴い、教材の改訂が必要になる場合は、改訂するかどうかは

上層部が判断することになる。 

 PILAC プロジェクトが終了しても、その後 2～3 年は専門家のサポートが必要である

と思う。地方行政局（DOLA）はコミューンレベルのみの研修を扱っている組織であ

り、州、郡レベルの職員の研修に関しては、国家地方分権化・業務分散化管理委員会

（NCDD）や地方分権化・業務分散化支援プログラム（PSDD）で、もっと多くの研修

予算を割り当てる計画を検討している。 

 PILAC プロジェクトが継続されることを望むが、継続されない場合、T/F の仕事は地

方行政総局（GDLA）が引き継ぐことになるかもしれない。いずれにせよ、PILAC で

作成された教材やカリキュラム、システム、養成された講師はすべてその後も活用さ

れることになる。特に、研修方法は活用されるべきである。 

以上 
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協議録 2 

日 時：2008年 10月 15日（水）9:30～ 

場 所：内務省 GDLA 

出席者：H. E. Sak Setha, Project Manager, Secretary of State, MoI・中間レビュー調査「カ」側

団員 

 H. E. Leng Vy, Director General, GDLA・中間レビュー調査「カ」側団員 

加藤敏恭（PILAC総括） 

 杉永雅彦（PILAC副総括、研修運営担当専門家） 

鵜飼彦行（JICAカンボジア事務所次長・中間レビュー調査日本側総括） 

寺田美紀（JICAカンボジア事務所企画調査員・中間レビュー調査日本側団員） 

 松原千枝子〔（株）シー・ディー・シー・インターナショナル・中間レビュー調査

日本側団員〕（記録） 

 Mr. Pok Phira（JICAカンボジア事務所職員） 

議 題：1. 中間レビュー（スケジュール説明・中間レビューのための質問） 

    2. PILACの第 4年次の活動 

概 要： 

1. 中間レビュー 

（質問項目：①プロジェクトが国家政策形成にどう影響を与えた、あるいは与えそうか。 

②地方行政人材育成のための組織制度整備の現状は？ 

③プロジェクト終了後、現在タスクフォースメンバーが行っている業務はどの

組織のだれが、どのような体制・財政措置下で引き継ぐか？そのシステムに

タスクフォースメンバーはどのようにかかわるか？） 

H. E. Sak Setha： 

このプロジェクト開始前には、地方行政人材育成のためのシステムは不明確だった。

個々の開発プロジェクトのための短期間の研修やセミナーはあったが、地方行政全体の

人材育成のための制度は存在しなかった。RSAはあるが、中央省庁職員、しかも幹部ク

ラスの職員に焦点を当てており、サブナショナルレベルの人材育成システムの構築が必

要である。 

NCDD事務局の政策チームには設置義務のあるユニットが 3つある。そのうちの一つ

は人事及び人材育成に関するサブコミティーである。このサブコミティーでサブナショ

ナルレベルの公務員の能力向上のためのシステムを構築することとなる。 

現在、GDLA下で人材育成にかかわる組織としては、DOLAと人事・職業訓練局（DPVT）

とがある。これらの国レベルの別々の場所にあるオフィスを 1ヵ所に集め、人材育成を

包括的に所掌業務とする新しい局を設立することを考えている。この局は上述の NCDD

の人事・人材育成のサブコミティーと関連があり、調整をとりながら進める。新局の設

立により、長期間の人材育成政策を立てることが容易になる。これがプロジェクトから
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のポジティブなインパクトである。 

現在の公務員は、中央各省庁からの縦割りになっており、それぞれの縦のラインに対

してアカウンタビリティーがあり、地元利益のための協働はこの状況では難しい。地方

住民に対してアカウンタビリティーがあるように態度変革を促す能力向上が必要であり、

新しいタイプの公務員を法令で規定する必要がある。 

新局設立に伴い、新しいコアになる職員が中央、地方レベル共に必要になる。人員配

置に際しては、機能に応じて職員の異動を行う。地方政府が新しく職員を採用すると、

公務員数が増え、人件費がかさんでしまうので、まずは州・郡評議員選挙後にだれがど

のような職務を担っているかを特定したうえで、中央の職員を地方へ分散配置する。そ

のうえで、まず地元住民に対するアカウンタビリティー確保のための能力向上をめざす。 

タスクフォースメンバーのうち、何人かは新局に異動する。PILACのためだけではな

く、他のプロジェクトのためにも働くこととなる。ドナー機関や個々のプロジェクトに

より、研修教材がまちまちになっているのを、1ヵ所に集め、統一されたシステムにした

い。新局は州/市、郡/区、コミューン/サンカットの 3層全レベルを対象として扱う。 

現在、新局についてはまだ原則を固めたのみであり、Sub-decreeを起草中である。職員

についてもこれから探していくことになる。設立は年内にできれば、と考えている。 

都市部から農村への職員の異動については、インセンティブの問題がある。地方部に

配属されることで辞める者も出る。人材は都市部でも少ないが、地方部では人材も資金

も不足している。新規職員も含めて、中央と地方とのローテーションのシステムをつく

ることも考えられるが、regionalism や nepotism、政党政治の問題がある。地方で人材不

足なので、まずは中央から地方への配属に手をつけることになる。家族や病気等の問題

を考慮し、中央と地方のローテーションも視野に入れ、バランスをとりながら進めるこ

とになろう。 

 

2. PILACの第 4年次の活動 

（配布資料：4年次の活動の方向性についての 2 Option提示。 

 Option 1: 全州/プノンペン市の評議員及び知事会を研修対象とする。 

 Option 2: モデル州・特別市（5地域）の州及び郡レベルの職員、評議員、知事会を研修

対象とする。 

 質問項目：①PILACの第 4年次の活動はどうあるべきか。どうすれば国家プログラム策

定までの移行期を最もよくサポートできるか。 

②第 4年次の活動のターゲットグループに評議員は含まれるべきか。 

③第 2回技術作業部会（TWG）D&Dで提示された事前実施枠組み（PIF）ド

ラフトに記載されている選挙後の活動を支援する他のドナーはあるか。） 

 H. E. Sak Setha： 

  現行のシステムから新システムへのスムーズな移行のためのキャパシティー・ディベ
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ロップメントは非常に重要である。まずは、短期間のオリエンテーションコースが必要

である。知事に対しては研修を行っているのに評議員に対しては行っていない、という

状況は、評議員が知事会の活動をモニターし、知事会と評議員との間でチェック・アン

ド・バランスをめざしているなかで、アンバランスでありコンフリクトの種となる。 

  コミューン評議員については、中央レベルで 1ヵ月ほど研修してからコミューンに送

る。中央レベルでは、評議員と知事会とは同時並行で研修を行える。研修のスコープに

ついては、評議員候補者のリストを見て更に検討する必要もあるだろう。選挙で選出さ

れた評議員に対する研修は所属政党による差別が起こらないように、政党を通さず内務

省から直接一律に提供する。 

  コミューン設立時に行った研修に関しては、複数の開発パートナーによる異なるシス

テムがあり、ばらばらであることがそれぞれに理解が違う原因になった。実際、いくつ

かのコミューンは、D&D政策の進展に伴い状況が変化していることについて情報が届い

ていなかったことを、世界銀行（WB）から指摘されたことがあった。このため、州・郡

の評議会が設立された折には、一つの基本的なシステムにしたい。 

  他ドナーの支援については、選挙前の政党の活動に対し、ドイツの NGO (KAF)の支援

を得ているところである。SEILA、PSDDを実施していた UNDP、SIDA、DfIDはコミュ

ーン、郡レベルにフォーカスしている。WBの新プロジェクトも郡とコミューンを対象に

している。 

 

 H. E. Leng Vy： 

  地方行政人材育成は SEILA、PSDDの専門家にほぼすべて頼っており、毎年研修のトピ

ックやスコープを決める会合をもつが、この会合が数多くあり、調整が大変である。し

かし、すべてのトピックについて研修教材やスケジュールなどを用意することは非常に

重要であり、これらの調整を迅速に行う必要がある。GTZは講師の能力向上のための研

修教材の準備を既に開始しているが、サブナショナルレベルで教材を統一し、ステーク

ホルダー間の調整をいかに図るか、GTZはどれだけの範囲をカバーできるか、が問題で

ある。 

 

 H. E. Sak Setha： 

  他ドナーがコミューン・郡に焦点を当てるなら、PILACは州レベルに注力してほしい。

地方行政の研修には、政府の連携が必要である。まず、政府がプログラムを作成し、ド

ナーがそのプログラムに沿って活動する。そのためには、まず各ドナーの作成した研修

教材を一つに統一する必要がある。PILACで作成した教材も提供してほしい。一つの統

一されたシステムにしつつ、フレキシブルに運用したい。もしも内務省と各ドナーで意

見の相違があれば、NCDDが最終決定する。 

  中央レベルでの研修は数多くあるが、全コミューンにまですべて中央で研修を提供で
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きないので、州/市/郡レベルは中央ベースのみでなく、独自に研修を行わなければならな

い。コミューンに対しては、郡レベルに人を送って研修を行わせなければならない。ス

タンダードをつくり、地方での研修を organize するのが中央の役割である。 

  州レベルに研修機能を移転したいが、人材が不足しており、地方自治追求のプロセス

の一環として能力向上が必要である。中央から研修を提供すると、地方は自分達の仕事

ではない、とマインドセットされてしまうが、これは D&Dの方向性に反する。 

 

以上 



 
－100－ 

協議録 3 

日 時：2008年 10月 16日（木）14:30～ 

場 所：内務省 Department of International Relations 

出席者：Mr. Hov Lenin, Deputy Director, Department of International Relations, MoI 

 松原千枝子〔（株）シー・ディー・シー・インターナショナル・中間レビュー調査

日本側団員〕（記録） 

主 旨：GDLA職員研修への GDLA以外からの参加者（本来のターゲットグループではな

い）に対し、研修がどのように受け止められているかを確認する。 

概 要：（以下、すべてMr. Hov Leninの発言） 

1. 現在の職務 

 2つの職務がある。一つは、内務省国際関係局の副局長、もう一つはWB拠出の(Demand 

for Good Governance：DFGG)の Procurement Officerである。 

 国際関係局は大使館との関係や国防関係の業務であり、地方行政にあまりかかわりは

ない。 

 DFGGは 4年間で 2,000万米ドルのプロジェクトである。One- Window Service、Radio 

National Cambodia、Ministry of Parliament Relation、Arbitration Council（労使関係調停）

の 4つのコンポーネントがある。One- Window Service は、現在は 2州で実施されてい

るのみであるが、DFGGはそれを全国展開する計画である。DFGGの仕事をするのに、

GDLA職員研修で得たことを十分に活用している。 

 本来の専門は公共行政であり、インドネシアでマスターを取得している。地方行政の

仕事につきたいが、英語に堪能なため、国際関係の現在の部署で重宝されて地方行政

の仕事に配属されない。 

 

2. 研修参加に至った経緯 

 自ら参加申し込みをしたのではなく、招待状が送られてきたので参加した。 

 

3. 研修内容で有益だったもの 

 まず、地方行政法についての研修が有益だった。研修後、地方行政法についての知識

が向上した。地方行政法は、内務省職員であれば、国家警察対応であれ、総務であれ、

当然知っているべき事柄である。 

 次に、One- Window Serviceが有益だった。これまでは、単語を知人から聞いて知って

いただけで、内容については知らなかったが、研修後はその意味を十分に理解するこ

とができた。One- Window ServiceはWBの DFGGプロジェクトの１コンポーネントな

ので、非常に役立っている。 
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4. 研修内容で有益でなかったもの 

 日本とカンボジアの地方行政制度の比較は重要であるが、深い理解には至らなかった。

まず、カンボジアの制度を理解するのが先である。他国のシステムはそのまま採用で

きないことがままある。日本は先進国であり、なおさらそのまま適用できないので、

比較するなら同程度の発展レベルの国との比較のほうがよいと思う。 

 

5. 研修運営に関して 

 研修の運営はとてもよかった。1 日中、講義形式のプレゼンテーションばかりでは疲

れる。スポットでスピーチがあったり、具体例があったりして、参加者が飽きなかっ

た。もっと写真などのビジュアルに訴えるものがあってもよかったと思う。 

 

6. 今後の研修希望 

 現在の本来業務である国際関係法について学びたい。具体的には、二国間協力の覚書

（MOU）や公式の外交文書作成などである。 

 財務管理についての短期間の研修は受けたが、調達に関することのみであったので、

もっとしっかり財務管理について学びたい。 

 地方行政法についての講義が今後あったら、是非参加したい。 

 

以上 
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協議録 4 

日 時：2008年 10月 17日（金）10:00～ 

場 所：Phnom Pros Hotel, Kampong Cham 

出席者：Mr. Prak Samoeun, GDLA Task Force, Deputy Director of Department, DOLA, MoI 

 松原千枝子〔（株）シー・ディー・シー・インターナショナル・中間レビュー調査

日本側団員〕（記録） 

主 旨：評価グリッドに基づく聞き取り調査  

概 要：（以下、すべてMr. Prak Samoeunの発言） 

1. 現在の職務 

 DOLAの法的フレームワーク担当の副局長であり、NCDDの Program Support Teamの

チーフである。 

 

2. 講師に対する質問に対して 

 局からの指名によるが、地方行政に関する講師は続けたいと思う。 

 何人かのタスクフォースメンバーは D&D を教えられるだけの十分なキャパシティー

がない。 

 物価が高いため、研修参加者日当が不十分である。この金額では、講師に対しても参

加者に対しても積極的な参加を促すことが難しい。 

 参加者の理解度については、特に州地方行政ユニット（PLAU）の職員は基礎知識量

が多い。 

 

3. 研修運営に関して 

 研修の運営を GDLAタスクフォースが学んだのは大きな成果である。まだ能力向上は

必要であるが、研修の準備はタスクフォースだけでできると思う。しかし、M&E に

関しては標準化されておらず、改善の余地がある。M&E活動は作業量が多くて大変、

ということはないが、評価について、データから教訓を導き出すのが難しい。 

 地方行政法を教えるには研修時間が短すぎる。最低でも 3日間は必要である。 

 研修教材やカリキュラムの改訂は、専門家の支援があれば行える。 

 

4. PILACの活動及び研修のフレームワークについて 

 PILACでライン省庁や知事、副知事に対して研修を行っていることについては、参加

者は皆、非常に有益であったととらえている。実際、州や郡では参加者は、新しい知

識を得られたことに意義を感じている。 

 ただ、地方行政法の実施にはもっと多くの研修が必要であるが、研修に携わるスタッ

フの数が少ないことが問題である。 

 地方行政法の実施には長い時間がかかると思われる。現行では、すべて知事の独断で



 －103－ 

あり、知事が代わると政策も変わると、ある副知事から聞いたことがある。 

 TOT（カスケード方式）では、情報が抜け落ちてしまう。このような方法ではなく、

研修所や学校を設立して研修を行うべきである。 

 PILACのマネージメント上の課題としては、タスクフォースメンバーが別々の部署か

ら来ているため、時間を合わせてミーティングをもつことが難しい、ということがあ

げられる。 

 タスクフォースメンバーとしては、活動に参加するためのモチベーション向上のため

に、手当をあげてほしい。また、インセンティブの一環として GDLAタスクフォース

メンバーに、例えば 1年間の日本での研修などがあるとよい。ただ、専門家はタスク

フォースメンバーに対して非常に encouragingに接してくれる。 

 PILACの外部へのポジティブインパクトとしては、教育省や農業省、女性省、財務省

などの NCDDに参加する関連ライン省庁からの参加があり、これらの省庁に対して新

しい知識を提供し、地方行政法の実施に役立っていることがあげられる。 

 ネガティブ・インパクトではないが、課題としては、地方分権、地方行政に関するキ

ャパシティー・ディベロップメントは非常に難しく時間がかかる、ということがいえ

る。 

 評議員を研修対象に含めることについては、新しく選出される評議員にはオリエンテ

ーションが必要であると思う。ただ、評議員に対しては、従来と同じ標準化されたも

のに加えて、政治的な内容も含んだモジュールが別途、必要であると思う。 

 

5. 本邦研修に関して 

 研修や教材の準備などの研修運営に関する OJTを本邦研修に含めてほしい。 

 日本では、自治体の権限が強く、多くのサービス供給を行っていることを研修参加者

に伝えた。 

 

以上 
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協議録 5 

日 時：2008年 10月 17日（金）12:40～ 

場 所：Phnom Pros Hotel, Kampong Cham 

出席者：Mr. Im Sophozmaroot, Deputy Governor of Cheung Prey District, Kampong Cham 

Province 

 松原千枝子〔（株）シー・ディー・シー・インターナショナル・中間レビュー調査

日本側団員〕（記録） 

主 旨：モデル州研修参加者の研修の受け止め方の確認  

概 要：（以下、すべてMr. Im Sophozmarootの発言） 

1. 研修に対する理解度 

 研修内容は非常によく理解できた。自分だけでなく、他の参加者も同様である。 

 

2. 研修内容で職務に有益だったこと・興味深かったこと 

 地方行政制度の日本とカンボジアの比較が有益だった。議会制度については、地方行

政法は日本と似ていると思う。しかし、権限や責任は日本の議会のほうが大きい。人

事や給料などについて、カンボジアの州、郡議会も日本の地方議会と同じくらいに権

限が大きければよいのにと思う。 

 カンボジアでは、議会に権限はあるが、人々のパワーも尊重しなければならない。住

民からの反対により、政府が実施したくともできないことも多々ある。このような状

況を変革したい。 

 研修内容で興味深かったのは、評議員・議会と知事会との関係である。評議員は住民

に対して説明責任を負うが、知事会は政府に対して説明責任を負う。知事会のするこ

とが法令違反だったら、議会がそれを正すので、知事会は法令違反はできない、とい

うのは新しい概念だった。従来は、議会はコミューンレベルにしかなく、州・郡レベ

ルは中央集権だった。 

 コンポンチャム州はベトナムと国境を接しており、国境管理の責任はコンポンチャム

州ではなく、国の省庁にある。パスポートについては、州や郡には義務も責任もない。

カンボジアでは、パスポートの取得にはプノンペンに行かなければならないが、日本

では地方でもパスポートが発行される。このようなシステムを比較すると、カンボジ

アでも地方にもっと権限があればよいと思う。 

 州・郡レベルでの D&D についての導入研修を待っていた。コミューン議会に対する

対応・支援は従来あるが、郡議会についてのインターベンション・支援の法が従来な

かったのが、法的にできるようになった。また、地方行政法によると、知事会は政府

の代表としてライン省庁や関連組織をモニタリングできるようになる。 
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3. 研修運営に関して 

 グループディスカッションが非常に有益だった。議会に併設される委員会について、

講義で学んだことを消化し、グループで議論して一つの意見にまとめる、という作業

の過程で、法令の条文を調べないといけない。実用的な内容だった。 

 よく計画、運営されている研修だった。特に、法令の条文をチャートにする作業がよ

かった。条文を読んで、チャートにする作業をする際に、もう一度条文を読み直すと

より一層理解できる。 

 

4. 同様の研修受講歴 

 今までこのような地方行政法に関する研修を受けたことはない。2001年にコミューン

議会に関する研修を受けたことはある。 

 

5. 今後研修を希望すること 

 地方行政法を施行すると、いろいろと問題が生じてくるので、そのときにどのような

研修が必要か分かるだろうが、現段階では、今後どのような研修が必要か分からない。 

 

6. その他 

 この研修に参加して理解が向上した。住民によりよいサービス供給をするために、法

令の条文を毎日の仕事に適用して生かしていきたい。研修に参加する機会を与えてく

れた JICAに感謝する。 

 

以上 
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協議録 6 

日 時：2008年 10月 20日（月）15:30～ 

場 所：内務省 

出席者：H. E. Sak Setha, Project Manager, Secretary of State, MoI・中間レビュー調査「カ」側

団員 

 H. E. Mr. Ngan Chamroeun, Deputy Director General, GDLA, MoI  

 Mr. So Munyraksa, Coordinator, GDLA Task Force, Deputy Director of Department of 

Political Affairs, GDLA, MoI  

 加藤敏恭（PILAC総括） 

 杉永雅彦（PILAC副総括、研修運営担当専門家） 

 川北博史（JICA国際協力専門員・中間レビュー調査日本側団員） 

 寺田美紀（JICAカンボジア事務所企画調査員・中間レビュー調査日本側団員） 

 松原千枝子〔（株）シー・ディー・シー・インターナショナル・中間レビュー調査

日本側団員〕（記録） 

議 題：1. 中間レビュー（評価結果の中間報告） 

2. PILACの第 4年次の活動 

3. SNDD国家プログラム作成への PILACの貢献 

概 要： 

1. 中間レビュー 

（中間段階での評価結果を説明。21、22日に予定している聞き取り調査結果とそれに基づ

く本邦研修 1：地方行政についての評価を受けて加筆修正する旨を説明。） 

H. E. Sak Setha： 

 研修前後試験の結果については、モデル州研修においてたった 2日間の研修で 32％も

スコアがあがっているのは、喜ばしい結果である。 

 タスクフォースメンバーが活動に参加できないことがある、という指摘については、

多忙であることのほかに、様々な部局から集まってきているために、能力水準や知識

範囲も異なり、共通の基盤をもつのが難しい、という事情がある。GDLAでは複数の

開発プロジェクトが動いており、人材が不足している。人材育成に特化した新局が設

立されればサステナビリティーにも問題はないし、職員にもっと体系的に研修を受け

させられると思う。 

 （PDMの見直しに関連して）現在、公務員の研修はほとんどすべて中央からであり、

トップダウンである。次のステップでは、州レベルに国との連携をもたせたシステム

をつくることであり、新局はそのフォーカル・ポイントとしたい。選挙後には、知事

会だけでなく、評議員、州・郡職員に対しても研修が必要である。州レベルでは、現

在、研修はフレキシブルではないが、州レベルのほうが中央よりも、現実に立脚して

地方の現状をよく知っている。州レベルのニーズに合った独自の研修システムをつく

る必要がある。 
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 情報収集分析能力は、タスクフォースメンバーはまだ能力向上の余地がある。コミュ

ーンレベルでも同様である。 

 本邦研修については、状況が変わりつつあるなかで、どのような必要な能力・知識に

ついての研修が提供されるかが問題である。 

 新局設立にあたっては、だれを異動させるかは検討中である。タスクフォースメンバ

ー全員を新局に異動させると、他局で人材が不足する。 

 新局設立にあたっては、人事局（人事管理、採用、昇進を扱う）などの他局との関係

を明確に定義する必要がある。例えば、昇進にあたって、能力のアセスメントをどう

するのか、といった点である。 

 

Mr. So Munyraksa： 

 カリキュラム作成や研修運営に関する研修があれば、利用したいと思う。 

 

H. E. Mr. Ngan Chamroeun： 

 公務員の間で情報・知識量にばらつきがあり、D&Dの実施に、能力向上は重要である。

組織の問題は注意を要する。D&D国家プログラム（NPDD）関連ライン省庁と協議す

ると、D&Dの内容を知らないことが多い。能力向上は地方だけではなく、中央政府、

それも内務省だけではなく、他省庁に対しても必要である。 

 

2. PILACの第 4年次の活動 

H. E. Sak Setha： 

 州評議員や行政官に対し、まず、必要なガイドラインを作成し、オリエンテーション

的な研修を行うことが必要であると考えている。例えば、地方行政法とは、評議員の

統治とは、知事の統治とは、といった内容である。職務遂行上の手続きなど、内部規

則、細則をどう詰めていくかが、今後の課題である。 

 

3. SNDD国家プログラム作成への PILACの貢献 

H. E. Sak Setha： 

 国家プログラムのインセプション・レポートができたので、全ステークホルダーに渡

す。 

 地方行政のための人材育成の新局設立の後、地方行政職員育成のための学校をつくる

ことを考えている。 

 

H. E. Mr. Ngan Chamroeun： 

 国家プログラムのあらゆるテーマにおいて能力向上は重要である。 

以上 
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協議録 7 

日 時：2008年 10月 21日（火）8:30～ 

場 所：内務省 GDLA 

出席者：Mr. So Munyraksa, Coordinator, GDLA Task Force, Deputy Director, Department of 

Political Affairs, GDLA, MoI 

 川北博史（JICA国際協力専門員・中間レビュー調査日本側団員） 

 松原千枝子〔（株）シー・ディー・シー・インターナショナル・中間レビュー調査

日本側団員〕（記録） 

主 旨：評価グリッドに基づく聞き取り調査  

概 要：（以下、すべてMr. So Munyraksaの発言） 

1. 本邦研修 1：地方行政、日本の経験を学ぶ意義に関して 

 日本に長く住んでいたが、地方行政制度について学ぶ機会がなかったので、広島での

研修に参加してよく分かるようになった。 

 研修で特によかったのは、中央と地方の関係・役割分担である。カンボジアでは中央

－地方関係についてはまだ法がなく不明確であるが、日本でははっきりしている。日

本の例が地方行政法やそれに関する政令の草案作成などの場面で、一つの例として役

立った。 

 サク・セタ長官はタイやフィリピン、インドネシアなど、日本以外の国についても知

っているが、自分は日本の例しか知らない。地方行政法の作成過程で、長官が外国の

法令をカンボジア化した。カンボジア化に対する意識は強いが、外国の例なしにはベ

ースとなる法案は作成できない。長官は、日本の地方行政制度についての知識が豊富

なので、地方行政法に日本のアイデアをたくさん入れている。また、トップマネージ

メントセミナーなどで地方行政法の内容を説明する際に、カンボジアではまだ実施さ

れていないので、日本の具体例をあげて説明しており、トップマネージメントセミナ

ーでは日本以外の国の例はあまり出てこなかった。タイの制度はカンボジアとよく似

ていると思う。 

 カンボジアで実施する研修において、カンボジアと日本の地方行政制度の比較につい

ての部分では、本邦研修で学んだことをほぼすべて利用している。1 時間の講義なの

で、日本とカンボジアと、それぞれ半分ずつ時間を割いている。日本の制度のなかで

は、地方行政制度が都道府県と市町村の 2層制であること、議会の存在、中央と地方

の役割分担、地方政府の組織構造などに触れている。財政の話はあまりしていない。 

 日本の例を取り扱う際に難しいのは、言葉の翻訳、ニュアンスの伝え方である。例え

ば、カンボジアでは地方行政制度は 3層制なのに、なぜ日本は 2層なのか、といった

ことである。本邦研修は 1ヵ月ほどで知識はあまり深くないので、教材はそれほど充

実した内容ではない。 

 日本の地方行政制度について、都道府県の違い（都、道、府、県で違いがあるか）や、
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国家公務員と地方公務員の違いなどについて質問があった。 

 カンボジアと日本の制度はある程度似ているので、今後、日本の例を紹介していって

よいと思う。財政の分権化については、日本は充実しているが、カンボジアではまだ

進んでいない。1 ヵ月間では日本の地方行政制度はよく分からなかったので、もっと

詳しく学びたい。 

 今後もっと学びたい分野は、人材育成である。カンボジアでは、現在、地方行政人材

育成に携わる部局が 2つあって複雑で、どこが担当しているのかよく分からない。こ

れから、担当が明確になることが期待される。 

 教材の作成にあたっては、専門家からはプレゼンテーションの方法などについて支

援・助言があった。基本的には、タスクフォースメンバーのなかで議論しながら作成

した。 

 本邦研修から持ち帰った資料の中で不明だった点は、例えば、東京都 23 区や、財産

区などである。このようなことについて、助言してくれる人がいなかった。TV 会議

などの機会にまとめて聞ければ助かったと思う。 

 本邦研修に参加して、仕事に対するモチベーションがあがった、という側面は確かに

あるが、それよりも、現在のポジションで本邦研修において学んだことが生かせるか

どうかが問題である。昇進して自分のアイデアを出せる立場になったら、学んだこと

を使いたいと思う。他のメンバーは、本邦研修は有益であり、また行きたいと言って

いる。 

 他に本邦研修で学びたいのは、地方税財政と人材育成（人材育成制度については、講

義は 1回しかなかった）についてである。また、県庁の中での調整の仕方や県庁や市

役所の歴史などについても知りたい。また、政策形成の仕方などについての研修を受

けたい。 

 他のメンバーも、特に自分のポジションに関係あることについては、それぞれに関心

があるようである。実際、カンボジアで研修を行う際にも、具体例をあげると分かり

やすいので、日本で数多くの事例を教えてもらうのは役立つ。 

 日常業務をするうえでは、日本とカンボジアではやり方が異なるので、本邦研修で得

たことが直接に役立っている、ということはない。日本では、職員がそれぞれ責任を

もって仕事に当たっており、言われずとも一人一人が仕事をする。カンボジアでは、

基本的に上司から指示がないと動かず、指示があるまで待っている。これは一人一人

の役割が明示されていない、という制度の問題でもある。 

 州レベルでの研修終了時に、アンケート調査を実施しているが、新しく知識を得て今

後、行政の現場でどのようなことをしたいか、といったことまではアンケートに書い

てもらっていないので、参加者からの具体的な今後のアクションのアイデアはまだ分

からない。知事や副知事に対してはインパクト調査を実施しているが、これをトップ

マネージメントセミナー以外の他の研修参加者に対して実施してもよいと思う。 
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2. タスクフォースの活動・PILACについて 

 研修の運営を学び、経験できたのが、PILACで得た新しい、印象的なことだった。特

に、トップマネージメントセミナーの企画運営ができたのが一番いい経験だった。ま

た、教材の作成や地方公務員に対するインタビュー調査もいい経験だった。今までに

もこのような調査をしたことはあったが、調査の仕方やレポートの分析方法について

学べたし、研修運営は今までしたことがなかった。DOLAの職員は研修運営経験はあ

った。仕事の仕方で一番大きな違いは、例えば、目的に沿ってターゲットグループを

絞り、必要な質問を順を追って導き出していく、というような論理的な調査方法であ

る。今までは、ただ漠然と質問を作成しただけで調査に行っていた。 

 PILACの運営の一番大きな問題は、タスクフォースメンバーが他の業務で多忙であり、

なかなか全員で集まれないことである。ただ、専門家がフォロー、スケジュール調整、

連絡の労をとってくれた。 

 政策チームのキャパシティー・ディベロップメントユニットの長を務めている。政策

チームが結成されてから 2ヵ月も経っておらず、ゼロからのスタートなので、PILAC

の活動が政策チームの仕事に役立っている、という具体例はまだない。ただ、公務員

に対するほとんどの研修はこのユニットで取り扱うことになるので、PILACで学んだ

調査の仕方、研修運営、研修教材作成などの経験をすべてそっくり使えると思う。政

策チームの仕事が忙しくなることは想定されるが、時間管理をすればよいことなので、

政策チームの仕事のために PILACの活動に参加できなくなる、という心配はあまりし

ていない。むしろ、両方のポジションを兼ねることで、プラスに働いている面のほう

が大きい。 

 研修終了時のアンケートは少し長いかな、と思う。研修前後試験や評価、研修の方法、

プレゼンテーションの方法、教材作成などについては、カンボジア、特に DOLAで今

まで行ってきた方法で実施しているが、できればもう少し専門家から日本の方法を紹

介してもらってもよいと思う。 

 M&Eについては、作業量が多く、それをデータ管理するのが大変だが、勉強になり、

とてもいい経験になっているし、すべきことであると思う。M&E の意義を理解して

作業できている。 

 研修の 4つのトピックは、現在のところ、ニーズに合っており、妥当だと思う。現在

は地方行政法の内容をそのまま教えており、また、評議員の役割、といったようにア

カデミックなので、今後はもう少し詳しく個々の仕事遂行のための手続きなどの内容

を教えるべきだと思う。また、職場での責任感や自ら進んで仕事ができるような職務

態度を教えられるといいと思う。 

 カスケード方式については、地方にも人材育成制度をつくり、地方にもコアトレーナ

ーを配置したほうがいいと思う。州トレーナーだけでは、能力的に不十分であり、現

在のモデル州研修では、州トレーナーとコアトレーナーとが助け合って研修を実施し
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ている。情報漏れの問題もあり、また、州トレーナーに対しては 1回しか研修を行っ

ていないので、やはり講師としての質が落ちる。 

 第 4年次では、評議員と知事会を対象に研修を実施していく方針になりそうだが、第

4年次が始まる前に早めに準備しておかないと間に合わないと思う。 

 研修教材の見直し作業は、モデル州研修の際にはタスクフォースメンバーだけで行い、

長官にコメントをもらった。今後も、見直し作業はタスクフォースメンバーだけでで

きると思う。 

 日本とカンボジアの地方行政制度について、カンボジアの部分については、タスクフ

ォースメンバーが自ら調べて作成した。日本の地方行政制度についての講義の内容に

ついて、もう少し専門家からタスクフォースメンバーに事前にレクチャーしてほしい。

また、大学の先生や RSAなどの有識者から講義を受けるなど、もう少しタスクフォー

スメンバーの知識レベルを高めることに対する取り組みが欲しい。 

 

 

以上 
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協議録 8 

日 時：2008年 10月 21日（火）11:00～ 

場 所：内務省 GDLA 

出席者：Ms. Lay Onry, Coordinator, GDLA Task Force, Chief of Personnel Office, Department of 

Vocational and Personnel, GDLA, MoI 

 川北博史（JICA国際協力専門員・中間レビュー調査日本側団員） 

 松原千枝子〔（株）シー・ディー・シー・インターナショナル・中間レビュー調査

日本側団員〕（記録） 

主 旨：評価グリッドに基づく聞き取り調査  

概 要：（以下、すべてMs. Lay Onryの発言） 

1. 本邦研修 1：地方行政、日本の経験を学ぶ意義に関して 

 本邦研修は 1ヵ月半と短かったが、多くを学んだ。特に、市町村合併に関する川崎教

授の講義が、カンボジアにはない話であり、おもしろかった。たくさん地方自治体が

あるより 1つのほうが機能するので、合併はよいと思う。ただ、将来カンボジアでも

合併ができるかどうかは、地方行政法の規定による。また、知事は日本では選挙で選

ばれるが、カンボジアでは政府による指名制である。カンボジアでも地方行政法がで

き、日本と似たような行政組織になったので、日本の地方行政制度を学んだことは非

常に有益だった。 

 タスクフォースメンバーとして、日本とカンボジアの地方行政制度の教材の作成に携

わった。日本の制度についての教材を作成するのは、実際に日本の地方行政の現場を

見てきたし、専門家の支援もあったので、それほど難しくはなかった。1 ヵ月半の日

本での研修内容を 1 時間の講義にするのに際し、地方行政制度や自治体の階層構造、

中央－地方関係についての内容を中心に扱い、財務関係についての話は採用しなかっ

た。 

 本邦研修で日本の地方行政制度に関する内容や人事に関する内容、中央－地方関係を

学べたのはよかったが、地方財政については理解できなかった。 

 本邦研修に行くことになって、日本に行く機会があるとは思っていなかったのでとて

も嬉しかったが、スケジュールがタイトだと聞いて少しがっかりした。英語も心配だ

ったが、クメール語だったのでよかった。 

 学校の教師になるのが夢だったが、教師になると農村僻地へ行かなければならないの

で、内務省に勤務することにした。しかし今、コアトレーナーになって教える仕事が

できているし、教材づくりにも携われているのでとても喜んでいる。女性省から内務

省に講師の依頼が来ることがあり、ジェンダーについての講師を務めたりしているが、

コアトレーナーとして教える経験を積んでいることが役立っている。 

 カンボジアでの研修で日本のことを教えるのは、一人でするのでなく他のメンバーと

一緒に教えているし、準備もしているので、それほど不安はない。分からない質問が
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あれば、同僚や専門家に聞いている。ただ、日本の地方行政制度についての講義は 1

度しかしていないので、そのときの参加者の反応がどうだったかは覚えていない。 

 日本とカンボジアを比較するのはある意味で非常に有益だと思う。カンボジアにも似

たようなシステムがあるので、参加者に実例を見せるのに役立つ。例えば、カンボジ

アではゴミ収集は都市部にしかなく、農村部ではシステムがないが、日本では農村部

でも行われている、といったことなど。 

 本邦研修で学んだことは、日常業務を遂行するうえで、いろいろとすることがたくさ

んある仕事のパフォーマンスをあげるのに役立っているが、具体的な実例は特定でき

ない。 

 研修参加者には何人か非常によく勉強する人がいる一方で、あまり勉強しない人もい

る。局内の参加者を見る限りでは、地方行政法に対する理解が進んだことにより、働

き方が変わってきた、といういい面もある。 

 今まで、タイとアメリカに行ったことがある。アメリカは内務省がアレンジした 1週

間のジェンダーに関する研修である。タイも、カンボジア政府のアレンジによるもの

で、地方行政に関する 10 日間の研修だったが、タイの制度は複雑でよく分からなか

った。日本での研修のほうが長期間でよく理解できた。したがって、タイとカンボジ

アの地方行政制度を比較することはしていない。 

 

2. タスクフォースの活動・PILACについて 

 中央省庁レベルだけでなく、州や郡にも研修をする、ということが新しい。個人的に

は、グループワークで作業をする、という仕事の形態が初めての経験で印象的である。

ただ、タスクフォースメンバーは様々な部署から来ていて、それぞれ別々の仕事をア

サインされているので、日常業務でグループワークをするということはしていない。

グループワークは、上司に提出する前に仲間からチェックしてもらえるので、重要だ

と思う。ただ、その仕事について自信がある場合は、グループではなく個人でするほ

うがよいこともあり、常にグループワークがよいわけではない。 

 PILACの活動を通じて、どのように仕事の仕方を改善、向上させるかを知った。間違

っている場合や問題がある場合には専門家が教えてくれる。仕事の仕方を改善したい

し、PILACの活動はコーディネーターにかかっていると長官に言われたので、サラリ

ーは出ないが活動には必ず行くようにしている。 

 PILACの活動で得たことを、他のプロジェクトのタスクフォースメンバーともシェア

したいと思う。 

 PILACの問題は、他のプロジェクトではインセンティブがあるのに、PILACにはない

ことである。だから、インセンティブのある他のプロジェクトのほうに行ってしまう。

公務員の給料は低く、生活をしないといけないので、仕方のないことである。 

 M&Eについてはよいと思う。これがないと評価ができない。 
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 カスケード方式も問題ないと思う。各州 6人の候補のうち、研修時の試験で成績のい

い人だけ採用しているので問題はない。 

 今後、教材の見直し作業は外部の支援なしにスムーズにできると思う。 

以上 
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協議録 9 

日 時：2008年 10月 21日（火）14:30～ 

場 所：内務省 GDLA 

出席者：Mr. Soth Kosal, GDLA Task Force, Chief of Training Office, Department of Vocational and 

Personnel, GDLA, MoI（本邦研修 1：地方行政に参加しておらず、コアトレーナー

ではない） 

 松原千枝子〔（株）シー・ディー・シー・インターナショナル・中間レビュー調査

日本側団員〕（記録） 

主 旨：評価グリッドに基づく聞き取り調査  

概 要：（以下、すべてMr. Soth Kosalの発言） 

1. タスクフォースの活動・PILACの運営について 

 PILACの活動はスムーズに行っているが、マイナーな問題はある。他のプロジェクト

ではタスクフォースメンバーにインセンティブがあるのに、このプロジェクトでは活

動にどれだけ時間を費やしても手当が出ない。何度もこの問題は訴えたが、プロジェ

クト当初から合意されて決まっていることなので、変えてもらえない。 

 1度だけだが、本邦研修の事前オリエンテーションのために州から 10人、参加者をプ

ノンペンに出張させる際に、サク・セタ長官のサインではなく、プロジェクトの専門

家からのサインでレターが出されたため、だれも referenceとして扱わず、来たがらな

かったことがあった。 

 専門家とのミスコミュニケーションも 1度だけだがあった。 

 プノンペンでワークショップをする際には、職場に近いところで行うか、職場から会

場までのガソリン代を支給してほしい。 

 プロジェクトの活動はスケジュールに沿ってタイムリーに行われている。州での研修

に際しても、州とよく調整・協働している。例えば、コンポンチャム州でのモデル州

研修に関しても、州が協力的である。 

 モデル州での研修は各州で 4回実施するが、各回ごとに研修終了時にアンケートを行

い、講義内容などを改善している。M&E は重荷ではない。これがあるために、問題

が分かるし、評価もできる。 

 現在の研修の 4つのトピックは妥当とはいえない。ただ状況変化にキャッチアップし

ているだけである。今後は、幹部職員にはリーダーシップやガバナンス、その他の一

般職員には行政事務等についての研修が必要である。 

 プロジェクトの外部へのインパクトとしては、ポジティブかネガティブかは判断する

人によるが、PILACでは手当なしでもタスクフォースメンバーが活動に従事して働い

ているので、現在手当を支給している UNDPなどの他のプロジェクトで将来、手当が

カットされるのではないかと心配である。 

 ただ、PILACでは手当は出ないが、マネージメントやフォローアップなど、いろいろ
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と仕事の仕方を教えてもらった。特に、どう企画調整するか、文書作成やスケジュー

ル管理などの研修運営について OJTで学べたことが重要である。プロジェクト終了後

も、研修運営は自分達でできる。 

 PILACで供与された PCやスクリーン、コピー機、プロジェクター等も、政府には要

求しても予算措置されないので、プロジェクト終了後役立つ。 

 来月に内務省の独自資金で内務省の新人職員研修を 100人規模で実施する。この研修

の方法論は、PILAC の方法論を改善して実施する。地方行政法の講義の際の教材は、

PILACのものを使用する。機材も PILACのものを利用する。 

 PILACの活動の経験が、日常業務、特に研修に関する業務に役立っている。データ収

集分析、モニタリングや評価などの方法論は、同じやり方で行える。 

 PILACのマネージメントで特に変えなければならない点はないが、州トレーナーはま

だ能力が低いのでコアトレーナーによる支援が必要である。 

 もし可能であれば、WBや UNDPのように、タスクフォースメンバーの能力向上をも

っと重視して、プライベートスクールやマスターコースに行って修士などの学位をと

るのを支援してほしい。 

 

以上 
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協議録 10 

日 時：2008年 10月 22日（水）9:00～ 

場 所：Phnom Penh Municipality 

出席者：Mr. Chou Meng Chan, Core Trainer, Phnom Penh Municipality 

 川北博史（JICA国際協力専門員・中間レビュー調査日本側団員） 

 松原千枝子〔（株）シー・ディー・シー・インターナショナル・中間レビュー調査

日本側団員〕（記録） 

主 旨：評価グリッドに基づく聞き取り調査  

概 要：（以下、すべてMr. Chou Meng Chanの発言） 

1. 現在の職務 

 プノンペン市のMunicipality Local Administration Unitの Vice-Chiefである。業務はチー

フから半分委任されており、①総務・インターベンション、②計画・財政、③能力向

上の 3つがある。①については、総務関連のすべての事項についてファシリテーショ

ンを行うこと、②については計画や予算の準備、③については、カスケード方式の研

修を通じて法制度枠組みについて普及を図ることである。 

 

2. 本邦研修 1：地方行政に関して 

 日本では行政制度や税財政制度について多くを学んだ。日本とカンボジアの地方行政

制度を比較し、日本の地方行政制度の何がカンボジアに適用できて何ができないかを

区別して学ぶことができた。日本の制度が適用できる点としては、州や郡の選挙を来

年に控えているので、選挙制度が役に立つ。カンボジアは比例代表制であり、政党に

投票して政党が評議員を選ぶが、日本では個人に投票する。これがカンボジアでもで

きるといいと思う。また、権力の分離、監督も今後実施されるので役立つ。ただ、カ

ンボジアでは知事は政府の指名でトップダウンである点が日本と異なる。 

 日本の地方行政制度は、自治省（中央）からの介入が少ない。カンボジアでは D&D

はまだ途中段階であり、完全には実施されていない。 

 研修教材の作成にも携わったが、本邦研修はクメール語だったので、よく理解でき、

日本の経験について学んだことを教材にする際に特段苦労することはなかった。研修

教材作成に際し、タスクフォースメンバーと連絡をとったり協議したりすることはあ

るが、タスクフォースメンバーのなかであまり PILACの活動に参加していない人には

会っていない。 

 日本は、広島に見られるように戦争ですべて破壊されたが、再興したということを読

んで知っていた。なぜ日本、広島がそのように発展したのか知りたかった。カンボジ

ア人は、日本の都市では東京と広島だけは知っている。特に、年配の人はそうである。

カンボジアも同じ状況であり、日本と同じように国を発展させたい。帰国後、コアト

レーナー、ファシリテーターとして、本邦研修で得たことをすぐに使い始めた。また、
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本邦研修で得たことを同僚とシェアし、市組織のなかで広めた。もしも他にも広めら

れる可能性があるなら、どんどん自分の学んだことを伝えたい。自分にできるのは広

めることだけであり、何をどうするかを決めるのは上層部の役割だからである。 

 日本が発展した理由は、人材と行政制度であると思う。日本の制度はフレキシブルで、

悪い点があるとすぐに修正する。特に税制、徴税制度が優れている。カンボジアは徴

税制度ができていない。また、人材については、民間セクターでも公務員はいい仕事

をしている。 

 日常的に仕事をするうえで同僚をサポートしたりしているが、本邦研修で得たことに

よる具体的な改善として特定できる内容は今のところない。 

 日本は国内で地域によってそれほど大きな差はないように感じた。 

 多くのカンボジア人は、工業製品を通じて日本のことをよく知っている。同僚は、日

本はシステムがよいからその結果が製品に現れる、と理解している。 

 日本以外の地方行政制度については、タイで Rural Development Planningのコースに参

加したことがある。タイの選挙制度はカンボジアのものよりもよいと思う。ただ、地

方行政の研修で行ったので、タイの選挙制度の詳細について知っているわけではない。

タイと日本となら、タイは近くカンボジアとそれほど違わないのに対し、日本はもう

少し異なる点が多いので、日本のほうが多くを学べるので比較対象としてよりよい。 

 

3. PILACの活動及び研修のフレームワーク・研修講師に関して 

 PILACは地方行政改革のスタートポイントである。分権化がスタートし、コミューン

は徐々によくなってきた。分権により今後、地方行政は開発について考えられるよう

になる。 

 コアトレーナーとして研修で講義をした経験は、プノンペン市の 4回のみである。そ

れ以外ではファシリテーターにはなった。研修時間が短いという文句はあるが、参加

者はよく理解しているし、能力も向上している。何人か出席しなかった人もあるが、

一度参加した人は興味をもち、もっと研修を受けたいと言っている。学校を卒業した

後、仕事をするばかりで研修などで新しく学ぶことがなかったせいである。研修がも

っと必要であると思う。カンボジアには地方行政スクール(RSA)はあるが、選ばれた

幹部職員のみを対象としており、日本のような一般職員が学べる研修所がない。 

 今後講師を続けるには、地方行政の実施や計画などについてもっと学び、講師として

の能力向上が必要であると思う。 

 今回、地方行政法のコピーが配布されたが、このようなことは初めてで、通常はなか

なかコピーが配布されない。全員に各一部か、少なくとも各オフィスに一部は必要で

ある。 

 今後導入すべき研修内容を特定するのは現段階では時期尚早である。地方税財政制度

が導入されれば、徴税などについての研修が必要になってくるであろう。 
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 市、郡で研修を実施するに際し、中央レベルで作成した研修教材を市の実情に合わせ

て修正することは特段必要がなかったのでしなかった。 

 プノンペンで講師として教えることは問題ないが、他州で教えるにあたっては、2 つ

問題がある。一つは、現在担当している業務が多く、上司の承認を得る必要があり、

また、他の人に仕事を肩代わりしてもらうように手配しなければならないことである。

ただ、上司の承認に関しては、内務省からの公式文書があれば問題はない。二点目は、

手当も問題である。 

 第 2陣としてコアトレーナーになったが、最初にコアトレーナーになったグループに

キャッチアップするのは、プノンペンにいて情報が多く入ってくるので問題はなかっ

た。地方在住であれば、大変だったかもしれない。 

 

 

以上 
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協議録 11 

日 時：2008年 10月 22日（水）11:00～ 

場 所：Phnom Penh Municipality 

出席者：Mr. Teak Ven, Provincial Trainer, Phnom Penh Municipality 

 川北博史（JICA国際協力専門員・中間レビュー調査日本側団員） 

 松原千枝子〔（株）シー・ディー・シー・インターナショナル・中間レビュー調査

日本側団員〕（記録） 

主 旨：評価グリッドに基づく聞き取り調査  

概 要：（以下、すべてMr. Teak Venの発言） 

1. 現在の職務 

 プノンペン市のMunicipality Local Administration Unit (MLAU)の能力向上オフィスのチ

ーフである。研修はMLAUの職員に対してのみ実施しており、プノンペン市全体に対

しては行っていない。MLAUはコミューン、サンカットの D&Dを扱う組織であり、

コミューン、サンカットの事務所に対してのみ研修を行ってきた。開発計画の策定と

いう新しい動きがあり、TOTを実施してコミューン、サンカットに講師を送ってきた。

市全体に対しては、郡の職員をファシリテートするのが仕事である。MLAUのチーフ

は Ex-Com のメンバーである。Ex-Comには PSDD から 2 人、アドバイザーが入って

おり、研修教材は国からもらい、研修の準備やパワーポイントの使い方を教えてもら

ったりしている。 

 

2. 日本の地方行政の経験に関して 

 PILACで地方行政法と日本の地方行政制度についての 2種類の研修を受けた。カンボ

ジアの地方行政法は日本の地方行政制度に似ている。例えば、日本では村まで地方分

権されているのに対し、カンボジアではコミューンまで分権されている。選挙制度に

ついても同様で、末端レベルまで議会が存在する。研修で、他国のことも教えると比

較できてよく理解できる。 

 広島については、原爆の被害を受けたところであるため、以前から知っている。 

 

3. PILACの活動及び研修のフレームワーク・研修講師に関して 

 PILACに感謝しているのは、研修参加者向けと講師向けとの 2種類のスライドを提供

してくれたことである。講師向けのスライドには詳細が書いてあり、さらに詳細は地

方行政法の条文を読めば理解できるようになっている。他の研修の場合は、国から教

材をもらうが、本やスライドであり、それ以外の部分は自分で用意しなければならな

かった。 

 PILACの研修の時間の長さも他よりよい。他の研修の場合は、だいたい午前中で終わ

ってしまう。 
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 PILAC のモデル州研修は、5州しかカバーしていないので、全州カバーするとよい。

地方行政法を配布したが、地方行政法は研修なしでは理解しにくいと思う。 

 講師は今後も続けたいし、教材がよく準備されているので、続けることに問題はない。

また、何人かで協力して教えるので、講師用教材があれば教えることは難しくない。

ただ、他にも仕事がたくさんあるので、他州で教える場合には前もって準備が必要と

なるため、研修実施時期のタイミングの問題はある。 

 現在の研修の 4 つのトピックは、すべて D&D に関連している事柄なので、妥当であ

ると思う。今後研修に追加すべきトピックについては、研修中に参加者からの意見を

聞きたい。ただ、プノンペン市の研修では、参加者は満足しており、特に更にこれに

ついて学びたい、という提案はなかった。 

 今までに、コミューンレベルで教えるために 2002年に短期間のコースで D&Dについ

て学んだことがある。MLAU や PLAU はコミューン/サンカットに対する研修の要で

あり、コミューンレベルで D&Dについて従来多く接し、学んできた。 

 コミューン/サンカットでの研修の経験と PILAC での研修の経験を比較すると類似点

がある。しかし、グループディスカッションは PILACにしかないものであり、これを

コミューン/サンカットでの研修にも導入した。郡職員や郡副知事はコミューン/サン

カットに対する研修のファシリテーターであり、これらの職員も PILACの研修経験か

ら多くを学んでいる。 

 プノンペン市全体に対して研修を実施する組織はないが、しいてあげるならば、Deputy 

Cabinet Chief of Municipalityが市職員全体に対する研修の責任がある。 

 

 

以上 
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協議録 12 

日 時：2008年 10月 22日（水）14:30～ 

場 所：Khan Mean Chey Office, Phnom Penh 

出席者：Mr. Oum Mareth, Provincial Trainer, Deputy Governor of Khan Mean Chey, Phnom Penh  

 川北博史（JICA国際協力専門員・中間レビュー調査日本側団員） 

 松原千枝子〔（株）シー・ディー・シー・インターナショナル・中間レビュー調査

日本側団員〕（記録） 

主 旨：評価グリッドに基づく聞き取り調査  

概 要：（以下、断りがない限りMr. Oum Marethの発言） 

1. 現在の職務 

 プノンペン市の Khan Mean Cheyの副知事である。この Khanでは、知事が 1人である

のに対し、副知事が 12 人おり、それぞれ役割分担しており、責任のローテーション

がない。Khan Mean Cheyには 3つの部局があるだけであり、1つの部局に対し 3～4

人の副知事が責任を負っている。Khanは独自収入がなく、収入は政府からの給料のみ

である。 

 2002 年にコミューン/サンカット運営法が制定され、コミューン/サンカット運営のコ

アトレーナーに選ばれた。2003年には SEILAプログラムの Khanファシリテーション

チームのチーフになり、コミューン/サンカットを研修を通じて支援、強化する責任を

負っている。 

 

2. 日本の地方行政の経験に関して 

 TOT研修での日本とカンボジアとの地方行政制度の比較が興味深かった。日本の民主

主義とカンボジアのとは似ている。TOTで、コアトレーナーは、実際に日本の地方行

政の状況を見てきているので、その経験も交えて説明してくれた。日本ではカンボジ

アと異なり、日常業務のほとんどが中央から地方に移管されており、中央は国際関係

や通貨、国防など非常に重要なことのみ担当している。また、選挙についても日本で

は組織ではなく個人を選ぶ。 

 広島については、第 2次世界大戦の原爆で以前から知っているが、TOTは 1時間だっ

たので、広島のことなど、細かい内容まで説明してもらう時間はなかった。 

 日本の県庁内の部局は中央省庁とはどのような関係になっているのか？ 

（→川北：法規制や補助金を通じて中央省庁は県庁の部局に介入する。日本は 2000年に

地方分権化策を推進したが、100％地方分権化されたわけではなく、中央は地方に対

するいくばくかのコントロールメカニズムを留保している。） 

 

3. PILACの活動及び研修のフレームワーク・研修講師に関して 

 PILACの活動で新しく得たことは、①地方行政法についての知識、②日本の地方行政
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制度についての知識、③講師として教える経験、の 3つである。 

 PILACの活動経験、特に地方行政法についての知識は、日常業務遂行のうえで非常に

役立っている。コミューン/サンカット運営法の施行の際には、普及の時間がなかった

が、今回は限られてはいるものの、普及の時間があるのでよい。しかし、PILACに参

加していない職員は地方行政法の背景をよく理解していない。 

 今後も講師を続けられるかどうかは内務省の決定によるが、他の人にもっと教えたい

ので、続けたい。コミューン/サンカットの人にも教えたい。 

 モデル州研修については、研修期間が短く、2 日間では足りないと思う。カンボジア

では、昼食の後、昼寝をする習慣があるのに、ランチブレークが短い。TOTについて

も、たった 90分では具体例が聞けず、理解が浅い。 

 今後研修に追加すべきトピックについては、現在のところはないが、地方行政法を施

行すれば、必要がいろいろと生じてくる。現在は、地方行政法を効果的に実施するた

めの政令や規則、細則がない。例えば、州・郡議会には技術委員会も含め 3つの委員

会を設置する義務があるが、この委員会の詳細は Sub-decreeに規定されることになっ

ており、この Sub-decreeが制定されれば、さらに研修が必要になる。 

 州トレーナーとして、他州で教えることは内務省からの指名であれば問題ない。ただ、

多忙であり、丸々2 日間講師を務めることは無理である。午前中だけ半日とか、2 時

間のみ、なら可能である。自分の担当する部分の講義が終わっても研修の最後まで残

っていないといけないのは無意味である。ただ、実際に州講師として今後どれだけ務

められるかは実際の状況による。 

 コミューン/サンカット運営法施行時の経験に鑑みて、州・郡評議員選挙後の研修とし

て必要と思われるのは、評議員及び知事会に対する地方行政法の研修である。それか

ら、評議員研修の後、3～5年くらいの中期開発計画をいかにつくるか、という研修も

必要である。開発計画を策定する委員会は Sub-decreeに規定されている 3つの委員会

のうちの一つであり、選挙後直ちに組織されることになるので、すぐに必要である。 

 PILACの活動は重要であり、支援を今後も継続してほしい。 

 

 

以上 
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協議録 13 

日 時：2008年 10月 24日（金）8:30～ 

場 所：JICAカンボジア事務所 

出席者：米田一弘 JICAカンボジア事務所所長、及び日本側合同調査団 寺田美紀（記録） 

主 旨：合同評価協議録(案)の内容協議 

概 要： 

1. 合同評価協議録（案）内容に合意 

2. 日本側合同調査団内協議事項 

 特に日本側の技術協力プロジェクト実施にあたっての教訓として金銭的インセンテ

ィブに代わるインセンティブとして機能し得ると思われる点を特記することとした。 

以上 

 

 

合同評価協議録 

日 時：2008年 10月 24日（金）9:00～ 

場 所：DOLA Meeting Room, MoI 

出席者：日本・カンボジア合同調査団 （H. E. Mr. Prum Sokha, Project Director, Secretary of 

State, Ministry of Interiorは内務省大臣との協議があり欠席。H. E. Mr. Sak Setha, 

Project Manager, Secretary of State, Ministry of Interiorが「カ」側評価団代表を務める）

寺田美紀（記録） 

主 旨：合同評価協議録(案)の内容協議 

概 要： 

1. 合同評価協議録の内容に合意 

2. 協議事項 

 州の他省庁の職員への研修：選択と集中の観点から、ターゲットグループから外す旨、

同意。 

 プロジェクトのスコープ外の研修：プロジェクトで開発した技術成果品を対外関係者

向けに活用することは奨励するが、プロジェクト内では研修は実施しない旨、同意。 

 人材育成に向けた内務省の取り組み：地方行政総局内に人材育成に特化した部局を設

置する動きがある旨、研修教材や D&D の参考文献を一極化して集める試みを始めつ

つある旨、H. E. Mr. Sak Sethaが紹介。 

以上 
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協議録 14 

日 時：2008年 10月 24日（金）15:00～ 

場 所：在カンボジア日本国大使館 

出席者：在カンボジア日本国大使館経済・経済協力班長 松尾書記官、D&D担当 若杉書記

官 

川北博史（JICA国際協力専門員・中間レビュー調査日本側団員） 

松原千枝子〔（株）シー・ディー・シー・インターナショナル・中間レビュー調査

日本側団員〕 

寺田美紀（記録） 

主 旨：中間レビュー調査結果報告 

概 要： 

1. 協議事項 

 研修者の研修前後の定数的な研修効果に関して確認。 

以上 
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